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環境研究領域における研究の概要と方向性 
 

環境研究領域長   ※後藤 雄一 

 

１．はじめに 

世界的に注目される環境問題とエネルギー問題の

両問題は今後の重要課題である。自動車の環境保全と

いった自動車利用者や国民の立場に立つ研究や審査、

自動車による大気汚染等の環境基準達成１）、省エネル

ギーやエネルギー多様化による二酸化炭素排出削減

目標達成といった国の目標に直結する業務の実施が

当研究所の環境分野の使命である。 

環境研究領域は自動車の環境に係る技術基準案の

策定等を基本として、平成 23 年度から自動車に関わる

地球温暖化の防止等分野、自動車地域環境対策分野、

分野横断的課題分野及び測定評価技術の高度化を重

点的分野としている。 

これら分野に対し基準策定等の国の環境対策に資す

る目的の研究に限定し、〈1〉大気汚染等の実態の把握及

び分析、〈2〉環境・エネルギー対策の評価手法の開発及

び効果の予測、〈3〉技術基準案の策定、国際基準調和

活動、〈4〉環境・エネルギー対策実施後の効果の評価、

並びに〈5〉新技術の開発及び普及促進における産学官

連携の中核的役割、という〈1〉から〈5〉のサイクルによる研

究目的の重点化を進めている。 

２．研究の概要 

 環境研究領域の研究は、特別研究、経常研究、国受託

研究、競争的資金の研究、民間受託研究に分かれる。主

なテーマを以下に挙げる。下線は新規課題を示す。 

２．１．特別研究、経常研究（H25年度） 

特別・経常研究は以下のテーマである。 

○ HEV, EV を含む次世代自動車に対する排出ガ

ス・燃費試験方法に関する研究（特別研究） 

○ 自動車起源 VOC(Volatile Organic Compounds) 

排出実態の把握と新たな試験手順の策定 

○ 石油代替次世代燃料の重量車への車両適用性と

GHG(Greenhouse Gas)排出量の評価研究 

○ 電動車認証試験法の高度化に関する研究 

○ LCA(Life Cycle Assessment)による電気自動車の

環境負荷評価方法に関する研究 

○ 音・IT 技術を活用した歩車間通信の研究 

○ 重量車の多様な燃費向上技術の導入に対応した

試験法等に関する研究 

○ 将来 OBD(On-Board Diagnostics)の先行的課題

検討に関する調査研究 

２．２．国から委託された試験調査（H24年度実績） 

○ 次世代低公害車開発・実用化促進事業 

○ 尿素 SCR 車の排出ガス性能の実態調査及び後

処理装置の性能維持対策の検討 

○ 騒音規制国際基準調和のための加速走行騒音

試験法の導入影響調査 

○ 軽・中量車用国際調和試験サイクル検証業務 

○ 交換用マフラー騒音実態調査業務 

○ 電気自動車の試験法に関する調査 

○ ハイブリッド車の静音性対策の基準化項目の定

量化に関する基礎調査 

○ 大型車の排出ガス国際調和基準策定調査 

○ 自動車排出ガス性能劣化要因分析事業 

○ 粒子状物質の粒子数測定法確立の調査 

２．３．競争的資金による研究（H24年度実績） 

○ ディーゼル車の環境性能に与えるバイオマス燃

料の影響実態把握と評価(IEA） 

○ 草木質・廃棄物系バイオマスの燃料化による汎

用燃料利用技術の開発に関わる燃料利用・

LCA に係る分析・評価（NEDO） 

３．研究の方向性 

３．１．自動車に関わる地球温暖化の防止等分野  

最近の異常気象にみられるように地球温暖化対策は

喫緊の課題として非常に重要な課題であり、現在の環境

研究領域の最重要課題と考える。大幅な CO2 排出量低

減のためには、将来のエネルギーミックスの動向を見な

がらHEV, PHEVやEV等の電気動力車の大幅な導入が

必要と考えられる。重要な部品である蓄電装置について

一充電走行距離や電力量消費率の変化等から劣化評価

法や LCA 評価の研究を進めている。 

エネルギーの有効活用の観点からエネルギー利用の

高効率化と再生エネルギーを利用した多様化が一層重

要になる。福島原子力発電所の事故による原子力エネ

ルギー見直しから従来燃料における地道な燃費低減と

再生エネルギーを含めたクリーンな石油代替燃料の利

用の観点が今後重要である。特に、最近、米国において

シェールガス採掘技術の革新により天然ガスの大量供給

 

 

分な初歩的な見落としで、品質確認プロセスの見

直しが必要。 

②カムポジションセンサ内部のコンデンサが劣化

し、高温下で正常に信号処理できなくなりエンス

トする事例。⇒コンデンサの仕様と使用環境の不

整合が原因。部品メーカーとの間での電子部品の

使用環境に関する十分な確認が望まれる。 

③電気配線に水が浸入してショート、エンストに至

る事例。⇒初歩的であるが、繰り返される事例で

ある。防水コネクタの使用基準の見直しが必要。 

④燃料噴射装置の瞬時的な燃圧上昇のために、フェ

ールセーフモードに移行していまい、燃料噴射量

制限の後にエンストさせてしまう事例、アイドル

の学習制御が不適切なためにエンストしてしまう

事例等、結果として設計者の意図とは異なる制御

となった事例。⇒電子制御を採用する各社、各装

置共通の課題である。設計過程でのより確実な検

証やバグ検出システムの開発が望まれる。 

（３）ゴム･樹脂部品の耐久性が不足した事例 

部品の使用環境や周辺の構造が不適切なために、結

果として他社に対して不具合発生までの寿命が相当

短い事例である。市場でのゴム･樹脂部品の環境温度

が設計時の想定と大きく異なり、結果として熱劣化が

設計意図よりも大きく、短寿命となる事例がほとんど

である。 
①樹脂製のラジエータリザーバタンクの市場での温

度が設計の想定温度より高かったため、熱劣化が

早期に進行し亀裂が発生、冷却水が漏れてオーバ

ーヒート、最悪時にはエンストに至る事例。⇒市

場で樹脂部品が使用される温度の正しい見極めと

使用される温度に見合う材質の選定が必要。 

②樹脂製の吸気ダクトの市場での温度やエンジンの

揺動による応力が設計の想定よりも高く、早期に

劣化して亀裂が発生、吸気が漏れてエンストが発

生する事例。⇒市場で樹脂部品が使用される温度

条件や実車での応力の正しい見極めが必要。 

③エンジンルーム内にレイアウトされたブレーキバ

キュームホースが排気系の熱により早期に劣化、

亀裂が入りバキューム不足となり、ブレーキの効

き不良となる事例。⇒①、②の事例と同様、樹脂･

ゴム部品の使用環境と材料選定のミス。使用温度

環境と材料の選定には十分な確認が必要。 

④燃料ホースとパイプの接続方法が不適切で、ゴム

の燃料ホースが経年劣化した際に燃料漏れが発生

する事例。⇒ゴムが劣化しても燃料が漏れにくい

接続方法を採用するメーカーがほとんどであり、

最新の技術の取り込みが望まれる。 

（４）その他 

その他の設計要因で重大事象に至る原因は様々で

あるが、いくつかの事例を紹介する。 
①エンジンオイルが劣化してエンジンが焼き付き、

コンロッドがエンジン本体を突き破り、漏れたオ

イルで火災に至る事例。⇒特定の車種、エンジン

に多発する傾向がある。エンジンオイルのメンテ

ナンス不良との複合的な不具合であるが、エンジ

ンオイルの劣化防止の検討が望まれる。 
②クランクシャフトのバランサウェイトの設計が不

適切なため、一部のジャーナルメタルの負荷が高

くなり、メタルが焼き付きエンジン破損、最悪の

場合には車両火災に至る可能性のある事例。⇒軽

量化や原価低減を狙う際に起こりがちな設計ミ

ス。各社ごとに設計基準や品質確認プロセスの見

直しなどで、再発防止を図ることが必要。 

③EGR ガスの制御弁に不要に大きい口径のバタフ

ライバルブを採用したため、カーボンの微少な詰

まりで密閉不良となり、EGR ガスが吸気に入り、

エンストする事例。⇒適切なバルブのタイプやサ

イズの選定が望まれる。 
４．まとめ 

リコール技術検証部の平成 24 年度における技術検

証業務の概要を報告するとともに、乗用車等の技術検

証事案について代表的な事例を紹介してきた。前述し

たように、自動車の事故･火災につながる重大不具合

を防止するためには、適切な設計･製造や適切な点検･

整備、さらにはユーザーが適切に使用することが必要

である。メーカーには、本稿で紹介した事例のみでな

く、自社、他社の失敗事例を教訓とし、重大不具合事

象に至る不具合が発生しないように配慮すると同時

に、重大な不具合事象に至る前にユーザーに不具合の

発生を検知させる設計に取り組んでいただきたい。ま

た、ユーザーは、取扱い説明をよく理解した上で適切

に使用することはもちろん、自動車の発信する不具合

の兆候を見逃すことなく、状況に応じて適切に対処す

る等、メーカーとユーザーが互いの責務を果たすこと

により、重大不具合の撲滅を実現したい。  
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１．電気自動車における一充電走行距離試験の短縮方法の検討 

 
環境研究領域   ※小鹿 健一郎  新国 哲也 
自動車審査部    小林 一樹 

 
 

１．はじめに 
電気自動車において“一充電走行距離”はその性能

を表す重要な諸元の一つである。2009 年に市場に投

入された電気自動車の一充電走行距離は 160 km(三
菱 i-MiEV)であったが、2013 年現在、技術の進歩に

より、その最長距離は 228 km(日産 LEAF)まで延伸

している。これにともない一充電走行距離測定に要す

る時間も約 1.4 倍に増加している。今後も一充電走行

距離が延伸した車両が開発されれば、さらに一充電走

行距離の測定時間も長くなっていくことが予想され

る。上記のような技術の進歩に対応した試験方法の開

発のために、本研究所では『電動車認証試験法の高度

化に関する研究』に平成 24 度から取り組んでいる。 
本報告では、試験時間の短縮方法を考案し、実際の

車両を用いて試験法に応用した結果をもとに、その精

度および短縮効果について議論する。具体的には、二

つの短縮方法（圧縮法と計算法）について取り上げる

こととし、実際の試験法への応用例として、『“圧縮法”

の現行の電気自動車試験法 1) （TRIAS: Test 
Requirements and Instructions for Automobile 
Standards）への応用』、および『“計算法”の現在国

連の場で検討されている小型車の世界共通排出ガス

試 験 法 2) (WLTP: Worldwide harmonized 
Light-duty Test Procedure)への応用』の二つの

例を紹介する。 
圧縮法の TRIAS への応用では、TRIAS 中で規定さ

れた現行のテストサイクルであるJC08をベースに単

位時間あたりの消費電力が大きくなるように新規テ

ストサイクルを作成した。本方法は、テストサイクル

のみを変更するため、新たな試験装置や試験設備を準

備する必要が無いという長所がある。計算法の WLTP
への応用では、『バッテリの蓄電電力量』と『ある距

離を走行するために消費される電力量』の関係に着目

し、計算を導入することで、本来二日間必要な一充電

走行距離測定を一日に短縮できる試験手順を作成し

た。バッテリから消費される電力量を直接計測すると

いう現行法に無い項目を新たに導入することにより、

圧縮法よりも大幅な試験時間の短縮が可能になると

期待できる。 
 
 ２．現行試験手順を対象とした試験時間の短縮 

２．１．現行試験手順について 
現行の一充電走行距離および交流電力量消費率の

試験は、図 1 に示すような三日間の日程で行われる。

一充電走行距離は、JC08 モードを繰り返し走行し、

満充電の状態から、電欠の状態まで走行した距離と定

義されており、交流電力量消費率は走行後の充電にお

いて電源から消費された電力量を上記一充電走行距

離で除したものである。一充電走行距離測定で用いら

れる JC08 モードの平均車速は 24.4 km/h であるた

め、200 km の一充電走行距離を有する車両を試験す

る場合、電欠の状態までに 8 時間以上の走行が必要に

なる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 1 現行試験法のスケジュール 

 

 

が進められつつある。この動きは今後の世界のエネルギ

ー供給動向に大きな影響を与え自動車用エネルギーと

して重要性が増すと予想される。 

カーボンニュートラルと言われるバイオマス燃料のディ

ーゼルエンジンの研究は、低公害で CO2 排出量増大を

実効上緩和する方策であり将来において重要性が増す

と考える。特に日本の廃食用油バイオ燃料（BDF, 

FAME）の現状・課題を示し、今後、その対策として

HVO(水素化バイオ燃料)や BTL（バイオ合成軽油）の

LCA 評価を行いつつ適用可能性調査を進めている。 

また、地球温暖化物質としてディーゼル車後処理装置

から出る N2O 排出量は燃費低減による CO2 排出量と比

べ無視できないためハイブリッド化やポスト新長期対応

による排出量変化等を継続的に調査している。 

次世代低公害車開発･実用化促進プロジェクトは多様

な新燃料や新動力の利用により将来のエネルギー問題

に対応するため、低環境負荷車の開発･普及を目指して

いる。物流分野での大幅な CO2 排出量低減を目指して

電気・プラグインハイブリッドトラック、高効率ハイブリッドト

ラックの開発を進めている。次世代ディーゼルエンジン

のエネルギー効率評価の精緻化等も進め、公共交通と

物流の CO2排出量低減の両面から近未来の重要な地球

温暖化対策の一つである。 

３．２．自動車地域環境対策分野 

試験法の国際化等の観点から基準・試験方法の改善

等を通して、高度・複雑化する環境技術への対応、自動

車に関わる地域環境保全を推進している。 

乗用車等の排出ガス低減対策では、日本が推進した

世界統一試験法 WLTP(Worldwide Harmonized Light 

Duty Test Procedure)の gtr (global technical regulation)

化に合わせ、今後 WLTC（Worldwide Harmonized Light 

Duty Test Cycle）導入に向けた JC08 モードの見直し検

討が必要となる。 

環境基準がほとんど未達成のオキシダントについて原

因物質としてVOC、NOxが考えられ、厳しいNOｘ排出規

制の中で VOC の影響寄与の評価が必要である。 

ディーゼル重量車の排出ガス低減対策について、

2012 年にディーゼル大型車のディフィートストラテジーの

有無の検証や再発防止の技術的対策について行政に

迅速な具体的提案を行い、2013 年 10 月 1 日にディフィ

ートストラテジー禁止が告示改正され、社会への影響を

最小限に抑えることに貢献した。 

続いて高い NOｘ排出を示す新長期規制適合尿素

SCR 車がリアルワールドで多数認められ、NOx 後処理装

置の耐久性・信頼性の確保が求められた。特に、約 6 万

台に上る新長期規制適合尿素 SCR 車における触媒シス

テムの劣化に対して、HC 被毒による触媒劣化性能回復

に必要な処置の提案を行い早期対策に貢献した。さら

に、前段酸化触媒にも永久劣化が認められたため NOx

排出量が増加した排出ガス性能劣化状態に至る原因の

究明と後処理装置のレイアウト位置による排出ガスへの

影響等の課題の解決を進めている。2) 

リアルワールドの排出ガス性能を維持・確保するため

に、PEMS（車載排出ガス計測システム）の利用や使用過

程車排出ガス抜き取り調査（サーベイランス）の導入が是

非とも必要である。 

一方、微量未規制物質等は未だその実態は明らかで

ない。すなわち、粒子状物質の量的低減に加え粒子数

や粒子組成等の質的改善や VOC 排出量評価等、「量」

から「質」が課題となる。 

騒音対策について試験法の国際基準調和の観点から

環境省第二次答申を踏まえ二輪や四輪の新加速走行騒

音試験法が決められている。ハイブリッド車等の静音性

対策について世界に先駆けたガイドライン策定に引き続

き国際基準調和活動とともに技術基準化を進めている。 

３．３．分野横断的課題分野 

まちづくり等と連携した次世代交通システム（超小型車

両、BRT,LRT 等）による持続可能なネットワーク化の低炭

素効果評価や技術基準整備の基礎調査が必要である。

ハイブリッド車等の静音性対策の発展として音・情報通信

技術による情報伝達等、交通弱者の安全・安心な移動環

境の研究を進める必要がある。 

３．４．測定評価技術の高度化 

 3.1 から 3.3 に応えるために測定対象の時間的･空間

的･量的･質的（有害な分子選択等）分解能の向上が不可

欠である。今後は量だけでなく時間的・空間的・質的分

解能向上が必要と考える。 

４．まとめ 

研究の概要と今後の方向性について示した。今後重

要度を増す地球温暖化対策やエネルギー資源の節約及

び多様化への重点化を進めてゆく必要がある。また自動

車地域環境対策も重要性を増している。長期には分野

横断的課題や測定評価技術高度化も重要である。 
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